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研究成果の概要： 
本研究では、特定地域を対象とした詳細な環境ＳＡＭの作成手法を検討し、実際に愛知県を

対象とした試作表を作成した。作成した環境ＳＡＭを用いることによって、詳細な産業部門別
で環境負荷の実態が把握可能であり、産業連関表の情報を最大限に取り入れた環境ＳＡＭが提
示できた。また、これを用いた地域政策の応用一般均衡分析として廃棄物問題を取り上げ、自
治体によるごみ袋有料化制度の影響分析を行うためのモデル構築を行った。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007年度 1,800,000 540,000 2,340,000 
2008年度 1,700,000 510,000 2,210,000 
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総 計 3,500,000 1,050,000 4,550,000 
 
 
研究分野：環境政策、地域経済、公共政策評価 
科研費の分科・細目：土木計画学・交通工学 
キーワード：環境政策、環境経済統合勘定、政策分析、社会会計表、応用一般均衡分析 
 
１．研究開始当初の背景 
 
我が国では、地方分権、規制緩和が進展し

ており、今後経済の地域格差や所得格差、地
球温暖化や廃棄物問題などに対する地域政
策のあり方が重要視されてきているが、複雑
な地域社会、経済および環境の構造を的確に
捉えた総合的分析のフレームが必要になっ
ている。 
 近年、社会資本整備や環境政策など各種政
策分析を行う際、産業連関表をベースとした
応用一般均衡分析が盛んに行われるように
なってきたが、これまで行われてきたような、

地域産業連関表に簡単な加工を施したデー
タセットによる応用一般均衡モデルでは、地
方の財政構造や所得・消費構造および環境面
等の構造を同時に捉えた分析はできない。そ
のため、地域の社会経済及び環境の複雑な構
造を捉えた詳細な地域環境ＳＡＭ（Social 
Accounting Matrix）を構築し、それをベー
スとした応用一般均衡モデルにより、種々の
政策分析を行わなくてはならない。特に、地
域の政策分析を行う場合、他地域との相互依
存関係を明示的に示さなければ、交通インフ
ラなどの社会資本整備や、現在地域レベルに
ブレークダウンしている環境政策の評価を
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着実に行うことはできない。 
 この点において、国レベルの環境ＳＡＭと
して、オランダの NAMEA、内閣府による日本
NAMEA、作間・有吉らによる環境ＳＡＭなど
があるが、国レベルの社会会計表であり、本
研究で意図しているような地域政策分析の
ための地域環境ＳＡＭの開発とそれを用い
た応用一般均衡分析は立ち後れている。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究課題の全体計画としては、特定地域
を対象とした詳細な環境勘定統合型地域社
会会計表（以下地域環境ＳＡＭ）の作成手法
を検討し、実際に試作表を作り、それに基づ
く各種地域政策の応用一般均衡モデルを開
発することを目的とした。 
 平成 19 年度においては、単一地域を対象
とした地域環境ＳＡＭの作成手法を検討し
た。特に、環境経済統合勘定のバリエーショ
ン、また、データ入手の可能性、マトリクス
バランス手法の検討を行った。平成 20 年度
においては、平成 19 年度に検討した地域環
境ＳＡＭをベースとして、都道府県レベルの
地域応用一般均衡モデルを構築し、交通整備、
環境政策等の政策分析を行うことを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
 
(1)地域ＳＡＭの作成に関する先行研究の整

理・体系化 
 主に地域ＳＡＭの作成手法、データ不整合
と不備に伴うマトリクスバランシング手法、
環境経済統合勘定についての文献を収集し、
詳細地域環境ＳＡＭのフレームの考え方と
作成手法を整理した。 
 
(2)単一地域の環境ＳＡＭのフレームとその

作成手法の検討 
 都道府県を対象として地域内環境ＳＡＭ
の作成可能性について具体的なデータ入手
の可能性を元に検討し、そのフレームを構築
した。ここでは、実物と金融、ストックとフ
ローを含めた経済循環の全局面を対象に検
討を行い、特に政府財政構造、家計の所得階
層別分割、地域資金循環構造、環境勘定に必
要なデータの入手の可能性と推計方法を検
討した。単一地域のＳＡＭについては若干の
参考になる先行研究があるため、それらの研
究成果を吟味しつつ、都道府県レベルの詳細
地域ＳＡＭの構築可能性を検討した。ここで
は、特に最も詳細な都道府県レベルの環境Ｓ
ＡＭの構築可能性を検討した。 
 
(3)地域環境ＳＡＭのマトリクスバランシン
グ手法の検討 

 地域ＳＡＭは、行列形式による支払いと受
取の双方の取引が整合するという特色を備
えているが、表の作成にあたって支払いと受
取がバランスしない状況が容易に想定でき
る。地域ＳＡＭの支払と受取をバランスさせ
る精度の高いバランシング手法を、文献等を
元に検討した。 
 
(4)ケーススタディ地域における地域環境Ｓ
ＡＭの作成 

 前項までで検討された地域環境ＳＡＭの
フレームと作成方法を踏まえ、実際にケース
スタディ地域（愛知県を想定）の地域環境Ｓ
ＡＭを作成した。表形式のデータになるため、
作成にあたっては EXCELを用いた。 
 
(5)地域環境ＳＡＭを用いた応用一般均衡モ
デルの開発可能性の検討 

 これまでに構築してきた詳細な地域ＳＡ
Ｍを用い、これと整合的なフレームを持った
応用一般均衡モデルを検討した。検討に当た
っては、既往研究のレビューを行った。 
 
(6)応用一般均衡モデルの開発と政策分析試
算 

 環境と経済の関係を取り込んだ応用一般
均衡分析の事例として、実際の政策分析を実
施した。政策シナリオの設定が困難な状況も
想定できるが、近年の政策議論をサーベイし、
現実的な政策シナリオを設定した。 
 
(7)課題の検討 
 2 カ年にわたる研究成果をとりまとめると
共に、特に都道府県レベルを想定した地域環
境ＳＡＭを作成するため課題について検討
した。特に、各都道府県でどこまで詳細な地
域環境ＳＡＭが作成できるかも検討するた
め、データ整備の状況を全都道府県を対象に
調査した。また、構築上障害となった地域統
計データ整備の課題も抽出し、その整備手法
などについても検討した。 
 
４．研究成果 
 
初年度（平成 19 年度）は、単一地域を対

象とした地域環境ＳＡＭの作成手法を検討
するため、先行研究のレビュー、マトリクス
バランス手法を検討したが、平成 20 年度で
は、まず具体的な試作表として、愛知県を対
象とした環境勘定統合型の社会会計表を作
成した。作成した環境ＳＡＭは、オランダの
ＮＡＭＥＡを参考に、環境項目の評価単位は
物量単位とするハイブリッド型の環境ＳＡ
Ｍであり、環境項目としては、地球温暖化、
酸性化、汚染排水、富栄養化、廃棄物を取り
上げた。愛知県を対象とした試作表の特徴は、



 

 

これらの環境負荷が詳細な産業部門別で把
握可能な点であり、産業連関表の情報を最大
限に取り入れた環境ＳＡＭが提示できた。 
 主な研究成果をいかに示す。 
①都道府県レベルの環境経済統合勘定の構
造を検討した。経済活動と環境負荷の相互
依存関係を把握するための環境経済統合勘
定としては、SEEA、NAMEA、GAMEE などがあ
る。このうちSEEAは、当初経済活動による
環境負荷が貨幣評価されてきたが、環境負
荷における貨幣評価手法が国際的に定まら
ないため、国連の SEEA2003 においても貨幣
評価に依らないフレームワークが提唱され
た。そこで、本研究では、オランダで開発
された NAMEA のフレームワークを採用した。 

②本研究で作成した都道府県レベルの地域
版環境経済統合勘定は、日本版 NAMEA の形
式をベースとして考えることとし、県民経
済計算統計を行列表示した NAM部門、環境
勘定部門 EA の二つから構成される。さら
に、環境勘定部門は、NAM の右 B と下 C に
配置され、右側 B には、経済活動から排出
される環境汚染物質量や資源の復元が示
される。また、下側 Cには環境汚染物質の
処理・再生利用、自然資源の採取が明示さ
れる。D には B から C を差し引いた物質量
が記載され、これが環境の蓄積を示すこと
になる。さらに、Ｄブロックに記帳された
物質量は、環境問題のテーマごとに E ブロ
ックに記録され、それぞれの問題に対して
どれっくらいの環境負荷が生じたかが示
される。 
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③環境領域は、汚染物質のみを対象とし、デ
ータの入手可能性を考慮して、大気汚染と
して CO2、NOX、SOX、水質汚濁として COD、
T-N、T-P、廃棄物として再生利用量、有償
物量、集団回収量、減量化量、最終処分量
とした。環境問題は、地球温暖化、酸性化、
汚染排水、富栄養化、廃棄物とした。 

④本研究では、都道府県 NAMEAの試算例とし
て愛知県を取り上げた。対象年次は 2000
年、産業部門数は 34 部門として試算した。 

⑤地域政策の応用一般均衡モデルについて
は、環境問題のうち廃棄物問題を取り上げ

た。具体的には、自治体によるごみ袋有料
化制度を実施した場合の実証分析を行う
ため、モデル構築と共にキャリブレーショ
ン手法の検討を行った。これにより、近年
導入された経済メカニズムを用いた廃棄
物政策が各経済指標にどのような影響を
与えるのかが明確になった。特に、家計生
産関数の概念を用いて家計の行動をモデ
ル化することで、家計がごみの減量を実現
するために、どのような手段を取り得るこ
とが可能かを定量的に把握することがで
きた。 

⑥廃棄物政策のＣＧＥにおいて、本研究では
処理費用をどの経済主体がどの程度負担
するのかによってケース設定し、比較分析
を行った。ケーススタディは鳥取市とし、
鳥取市が全額負担するケースは、構成水準
は比較的高い水準を示しているが、廃棄物
排出量は、本研究で設定した３つのケース
で最も多くなり、廃棄物排出量削減効果は
ない。廃棄物排出量の増加は、処理施設の
ひっ迫や処理費用の増大を引き起こす循
環型社会が求められる近年においては、廃
棄物排出量の削減という視点からみると、
適した政策であると言えない。処理費用を
家計が全額負担するケースでは、厚生水準
はケース０と比べると低下しているが、廃
棄物排出量は本研究で設定した３つのケ
ースの中で最も少ない。よって、廃棄物排
出量削減の観点からみるとこのケースは
適した政策といえるが、厚生水準を損なわ
ないという視点から考えると、適した政策
であるとは言えない。 

⑦本研究では、家計の自己処理を家計生産関
数の概念を用いて定式化を行った。その際
に、家計生産関数の処理時間に対してどれ
くらい自己処理ができるのかを表すパラ
メータの値は、１以下の値が必要であり、
仮にパラメータを0.8として実証分析を行
った。この場合、最も高い厚生水準を示す
状態は、処理費用全体の１割程度を家計が
負担する場合であることが確認でき、廃棄
物排出量削減効果があることもわかった。
パラメータの値は 0 に近いほど処理効率が
悪く、１に近いほど処理効率がよい。 
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